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アレルギー疾患対策の方向性等 

 

 

第１ 趣 旨 

わが国においては全人口の約２人に１人が何らかのアレルギー疾患に罹患している

と推定されており（気管支喘息が国民全体では約８００万人、花粉症を含むアレルギ

ー性鼻炎は国民の４０％以上、アトピー性皮膚炎が国民の約１割）、アレルギー疾患

対策に対する国民の関心は非常に高い。しかしながら、患者への医療の提供等につい

ては、我が国は欧米のアレルギー診療水準との格差はないものの、患者のニーズに対

応できていない部分があり、課題を残しているといえる。 

また、アレルギー疾患に関する研究については、徐々に発症機序、悪化因子等の解

明が進みつつあるが、その免疫システム・病態はいまだ十分に解明されていないため、

アレルギー疾患に対する完全な予防法や根治的治療法はなく、治療の中心は抗原回避

をはじめとした生活環境確保と抗炎症剤等の薬物療法による長期的な対症療法となっ

ているのが現状である。 

本方向性等は、このような認識の下、厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ･アレル

ギー対策委員会により平成２３年８月にとりまとめられた「リウマチ･アレルギー対策

委員会報告書」を踏まえ、国、地方公共団体及び関係団体等におけるアレルギー疾患

対策が戦略的に推進されることを促そうとするものである。 

 

 

第２ 基本的方向性 

１ 当面のアレルギー対策の目標 

国のアレルギー疾患対策の最終的な目標は、アレルギー疾患に関して、予防法及

び根治的治療法を確立することにより、もって国民の安心・安全な生活の実現を図

ることにあるが、これを達成するためには長期的な研究による成果が必要であるた

め、当面の目標としては、アレルギー疾患を「自己管理可能な疾患」にすることを

目指し、一層対策を推進することとする。具体的には、身近なかかりつけ医を始め

とした医療関係者等の支援の下、患者及びその家族が必要な医療情報を得ることや

相談を受けることによって、治療法を正しく理解し、生活環境を改善し、また自分

の疾患状態を客観的に評価する等の自己管理を的確に行えるような環境を整えるこ

とが不可欠である。 

平成２３年８月３１日付 
健康局疾病対策課長通知 
都道府県等、関係学会、関係団体あて発出 
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２ 取り組むべき施策の柱 

平成 17年に通知した「アレルギー対策の方向性等」に引き続き、国、地方公共団

体及び関係団体等が適切な役割分担の下、（１）医療提供等の確保、（２）情報提

供・相談体制の確保、（３）研究開発等の推進を取り組むべき施策の柱に据えるこ

とが必要であり、それぞれについて以下の方向性で取り組んでいく。 

（１）医療提供等の確保 

アレルギー疾患の多様性に鑑み、かかりつけ医と専門医療機関間のみならず、か

かりつけ医間、専門医療機関間における円滑な医療連携体制の確保を図る。医療連

携体制において中心的役割を負うかかりつけ医が担うべき役割を明確化し、診療ガ

イドラインの普及及び診療ガイドラインに基づいた適切な治療を行う上での基本的

診療技術の習得を推進するとともに、各医療職種の人材育成の推進を図り、アレル

ギー疾患患者に統一的、標準的な治療が提供できる体制の確保を目標とする。 

（２）情報提供・相談体制の確保 

国及び地方公共団体は、患者を取り巻く生活環境等の改善を図るため、アレルギ

ー疾患を自己管理する手法等の普及・啓発を図るとともに、関係団体や関連学会等

と連携し、その手法等の普及啓発体制の確保を図る。 

（３）研究開発等の推進 

難治性アレルギー疾患に対する治療方法の開発とその普及に資する研究を推進す

るとともに、適切な医療が提供できる医療体制の確保に資する研究を推進する。 

 

３ 国と地方公共団体との役割分担と連携 

目標が達成されるためには、国と地方公共団体、関係団体等との役割分担及び連

携が重要となる。国と地方公共団体の役割分担については、都道府県は、適切な医

療体制の確保を図るとともに、市町村と連携しつつ地域における正しい情報の普及

啓発を行うことが必要である。一方、国は地方公共団体が適切な施策を進めること

ができるよう、先進的な研究を実施しその成果を普及する等の必要な技術的支援を

行う必要がある。 

このような行政における役割分担の下、厚生労働省は患者団体、日本医師会、日

本アレルギー学会、日本小児科学会等関係団体並びに関係省庁と連携してアレルギ

ー疾患対策を推進していくことが必要である。 

 

 

第３ 今後のアレルギー疾患対策 
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第２の２における取り組むべき施策の柱については、国と地方公共団体の役割分

担を明らかにしつつ、以下の通り実施していく。 

１ 医療提供等の確保 

（１）国の役割 

○ 診療ガイドラインの普及 

国においては、アレルギー疾患に係る医療体制を確保するため、日本医師会

等医療関係団体や関係学会等と連携して、診療ガイドラインの改訂及びその普

及を図ることにより、地域における診療の向上を図る。また、全ての患者を専

門医が診ることは現実的でないため、安定時には身近なかかりつけ医が対応す

ることが望ましく、かかりつけ医の診療をさらに向上させることが望まれる。

そのためには、かかりつけ医が担う診療において必要な最低限度の技能や知識

等を明確化し、その基本的診療技術の習得を推進していく必要がある。 

○ 人材の育成 

アレルギー疾患（喘息発作やアナフィラキシーショック等）の診療経験は、

プライマリケアの基本的診療能力として、その正しい知識及び技術の修得に資

するものであり、現在臨床研修においてアレルギー疾患が経験目標の１疾患と

して取り上げられているところであるが、さらにアレルギー疾患の診療に精通

した人材の育成を図るため、国は関係団体等に対し以下のとおり協力を依頼す

る。 

① 日本医師会に対して、医師の生涯教育におけるアレルギー疾患に係る教育

の一層の充実 

② 保健師、看護師、薬剤師及び管理栄養士等の職能団体に対して、各種研修

におけるアレルギー疾患に係る教育の一層の充実 

③ 日本アレルギー学会等の関係学会に対して、アレルギー専門の医師が地域

によっては不足しがちであること及び小児アレルギー診療に携われる医師

の確保が必要であるとの意見があることに鑑み、専門の医師の育成の促進 

 

（２） 地方公共団体の役割 

   ○ 診療ガイドライン等の普及、適切な地域医療の確保 

都道府県においては、地域の実情に応じたアレルギー疾患に関する医療提

供体制の確保を図ることが求められる。また、適切な地域医療を確保する観

点から、地域保健医療協議会等を通じ、地域医師会等の関係団体等との連携

を十分に図り、アレルギー疾患に対する専門的・集学的な対応が可能な医療

機関を地域ごとに確保することが必要である。このような専門医療機関は、

少なくとも都道府県に１カ所程度は確保することが望まれる。このような専
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門医療機関は限られていることから、専門医療機関等が互いに支援できるよ

うな、専門医療機関間での連携も重要と考えられる。診療ガイドラインに基

づいた標準的な医療を提供するに当たっては、医療従事者間における相互の

密接な連携も重要であるが、その具体的な在り方については、地方公共団体

や地域の関係団体等との間でもそれぞれの地域の特性を活用した取組が検討

されることが望ましい。 

また、アレルギー疾患では、喘息の重積発作や大発作、重症感染症を併発

している状態あるいはアナフィラキシーショックのような、緊急を要する病

態を来す可能性もあることから、救急時対応を行う救急病院においても、ア

レルギー疾患の緊急時対応を適切に行える医師が配備されていることが望ま

れる。 

     

２ 情報提供・相談体制の確保に係る具体策 

（１） 国の役割  

○ ホームページ等による情報提供 

国においては、適宜、関係団体や関係学会等と連携し、ホームページやパン

フレット等を活用して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情報等を都道

府県等や医療従事者等に対して提供する。また、免疫アレルギー疾患等予防・

治療研究推進事業において実施されるリウマチ・アレルギーシンポジウムに

より、アレルギー疾患に関する上記の情報を国民に広く啓発することが重要

である。また、（財）日本予防医学協会において実施されている、アレルギ

ー相談センター事業が活用されるよう、その周知に努めるべきである。 

○ アレルギー物質を含む食品に関する表示 

国は、アレルギー物質を含む食品に関する表示については、科学的知見の進

展等を踏まえ、表示項目や表示方法等の見直しを検討していく。 

○ 自己管理に資する情報提供 

国は、日本アレルギー学会等と連携し、厚生労働科学研究において作成され

た患者の自己管理マニュアル等を用いて、自己管理手法を積極的に普及し、患

者及び患者家族が有効に活用できるように努める。 

○ 研修会の実施 

国は、地域ごとの相談レベルに格差が生じないよう、「リウマチ・アレルギ

ー相談員養成研修会」のより一層の充実を図る。 

○ 専門医療機関等を対象とする相談窓口の設置 

専門医療機関等からの相談に対応できるよう、国立病院機構相模原病院の臨

床研究センターの相談窓口についても引き続き活用されることが望まれる。 
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（２） 地方公共団体の役割 

○ アレルギー疾患に係る情報提供 

  地方公共団体においては、国等の発信する情報や、リウマチ・アレルギー特

別対策事業を活用するほか、それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、住民

が適切な医療機関等を選択するための情報を住民に対して提供することが望

ましい。 

  ○ 適切な自己管理の手法に係る情報提供 

   都道府県等においては、都道府県医師会や関係学会等と連携して研修会を実

施する等して、自己管理手法の普及を図ることが求められる。また、市町村に

おいては、都道府県等と同様、アレルギー疾患の早期発見及び自己管理手法の

普及等を図ることが求められる。 

○ 相談体制の確保 

都道府県内において体系的なアレルギー相談体制を構築するため、一般的な

健康相談等は市町村において実施し、標準的な治療方法等に関するより専門的

な相談については保健所において実施する等を検討し実施することが望まし

い。 

○ 保健所等における取組み 

地域医師会、看護協会、栄養士会等と連携し、個々の住民の相談対応のみな

らず、市町村からの相談や地域での学校等におけるアレルギー疾患対策の取組

への助言等の支援が期待される。 

   

３ 研究開発等の推進 

 ○ 研究推進体制の構築 

国は研究企画・実施・評価体制の構築に際し、明確な目標設定、適切な研究評

価等を行うことにより、アレルギー疾患に関する研究をより戦略的に実施し、得

られた成果がより効果的に臨床に応用されるよう研究を推進する。 

   ○ 医薬品等の開発促進 

     医薬品等の開発促進等については、新しい医薬品の薬事法上の承認に当たり、

国は適切な外国のデータがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。また、

優れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験環境の整備に努める。なお、小

児に係る医薬品全般の臨床研究の推進を図る。 
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４ その他 

 ○ 施策のフォローアップ 

   国においては、適宜、有識者の意見等を聞きつつ、国が実施する重要な施策の

実施状況等について評価し、また、地方公共団体の実施する施策を把握すること

により、より的確かつ総合的なアレルギー対策を講じていくことが重要である。 

地方公共団体においても国の施策を踏まえ、国や関係団体等との連携を図り、施

策を効果的に実施するとともに、主要な施策について政策評価を行うことが望ま

しい。 

  ○ 方向性等の見直し 

  国は、「アレルギー疾患対策の方向性等」について、概ね５年を目途に再検

討を加え、必要があると認められるときは、これを変更するものとする。 
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